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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　母材の成分組成が、質量％で、
Ｃ：０．０３％超～０．０６％、
Ｓｉ：０．１％以下、
Ｍｎ：１．０～１．７％、
Ａｌ：０．００３～０．０８％、
Ｎｂ：０．０１～０．０４％、
Ｔｉ：０．００５～０．０２５％、
を含有し、さらに
Ｃｕ：０．１～０．５％、
Ｎｉ：０．１～０．５％、
Ｍｏ：０．１～０．５％、
Ｃｒ：０．１～０．５％、
Ｖ：０．００３～０．０４％、
の１種または２種以上を含有し
残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなり、
溶接金属の成分組成が、質量％で、
Ｃ：０．０６～０．０８％、
Ｓｉ：０．２～０．５％、
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Ｍｎ：１．３～１．８％、
Ａｌ：０．０３％以下、
Ｂ：０．００１～０．００３％、
Ｎｂ：０．００５～０．０２５％、
Ｔｉ：０．０１５～０．０４０％、
Ｃｕ：０．１％以下、
Ｖ：０．０３％以下、
Ｏ：０．０１５～０．０４％、
Ｎ：０．０１％以下、
を含有し、さらに
Ｎｉ：０．１～０．４％、
Ｍｏ：０．０５～０．２％、
Ｃｒ：０．１～０．２％、
の１種または２種以上を含有し、
残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなり、
前記母材部は、第１相がフェライトで、第２相が第１相中に面積率で５～２０％分散した
平均アスペクト比が２．０以下である島状マルテンサイトで、前記島状マルテンサイトの
９０％以上がフェライト粒界に存在したミクロ組織を有し、
前記溶接金属部は、アシキュラフェライトの面積率が８０％以上かつ、島状マルテンサイ
トの面積率が５％以下であるミクロ組織を有することを特徴とする、
高一様伸びを備え、かつ溶接部低温靱性に優れた高強度溶接鋼管。
【請求項２】
　母材部の成分組成が更に、質量％で、
Ｃａ：０．０００５～０．０１％、
ＲＥＭ：０．０００５～０．０２％、
Ｚｒ：０．０００５～０．０１％、
Ｍｇ：０．０００５～０．０１％、
の１種または２種以上を含有することを特徴とする請求項１記載の高一様伸びを備え、か
つ溶接部低温靱性に優れた高強度溶接鋼管。
【請求項３】
　請求項１または２記載の高一様伸びを備え、かつ溶接部低温靱性に優れた高強度溶接鋼
管の製造方法であって、鋼片を、
Ａｃ３以上に再加熱後、圧延終了温度Ａｒ３以上で熱間圧延し、その後、空冷して得られ
た鋼板を冷間成形により筒状に成形した後、Ａｃ１以上Ａｃ３以下に急速加熱し、引続き
空冷あるいは水冷で室温まで冷却後、端部を溶接し、最後に拡管をすることを特徴とする
、高一様伸びを備え、かつ溶接部低温靱性に優れた高強度溶接鋼管の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＡＰＩ規格Ｘ６５～Ｘ７０（引張強度５５０ＭＰａを超え）級高強度ライン
パイプ用で、－２０℃までの低温域での優れた溶接部靱性を兼ね備えた高強度溶接鋼管お
よびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、天然ガスや原油の輸送用として使用されるラインパイプは、高圧化による輸送効
率の向上や薄肉化による現地溶接施工効率の向上のため、年々高強度化され、さらに、大
地震や凍土地帯における地盤変動を原因として、ラインパイプに大変形が生じても、座屈
を発生しにくい高変形能の要求もなされるようになってきた。
【０００３】
　鋼材の変形能は降伏比が低い程大きいため、鋼材のミクロ組織を軟質なフェライト相と
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、硬質なベイナイトやマルテンサイトなどの硬質相が適度に分散した２相組織とする低降
伏比鋼が開発されている。
【０００４】
　例えば特許文献１は低降伏比低炭素低合金高張力鋼の製造方法に関し、軟質相中に硬質
相が適度に分散した組織の鋼が記載され、その製造方法として、焼入れ（Ｑ）と焼戻し（
Ｔ）の中間に、フェライトとオーステナイトの２相域からの焼入れ（Ｑ´）を施す熱処理
方法が開示されている。
【０００５】
　特許文献２は建築用高強度低降伏比鋼管の製造方法に関し、同様な考え方にもとづき、
溶接鋼管の製造工程において、冷間での曲げ成形および継ぎ目部の溶接を行ってから２相
域に加熱後冷却する、低降伏比鋼管の製造方法が開示されている。特許文献３は低降伏比
を有する高強度ラインパイプ用鋼に関し、軟質相である加工フェライトと、ベイナイトや
マルテンサイトの硬質相を混在させた組織により低降伏比が達成されることが開示されて
いる。特許文献４は高強度高靭性鋼板の製造方法に関し、ベイナイト中に硬質な島状マル
テンサイトを分散させた場合、低降伏比が達成されることが開示されている。
【０００６】
　ラインパイプに大変形が生じて座屈が発生した後、更にパイプの変形が進むと、パイプ
には局部的な歪集中が生じ、延性破壊発生限界歪に到達すると延性破壊が生じる。延性破
壊発生限界歪は、鋼材の一様伸びと相関すると考えられることから、低降伏比とともに高
一様伸びを備えた鋼も開発されている。
【０００７】
　特許文献５は低降伏比高強度高靭性鋼板およびその製造方法に関し、金属組織がフェラ
イトとベイナイトと島状マルテンサイトの３相組織で、体積分率が３～１５％の島状マル
テンサイトと体積分率が２％以上の残留オーステナイトを含み、鋼板長手方向の一様伸び
が１２％以上である鋼板およびその製造方法が開示されている。特許文献６には特許文献
５による低降伏比高強度高靭性鋼板を用いた低降伏比高強度高靭性鋼管およびその製造方
法が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開昭５５－９７４２５号公報
【特許文献２】特開平０７－１５０２４７号公報
【特許文献３】特開平０８―２０９２９１号公報
【特許文献４】特開２００６―２６５５７７号公報
【特許文献５】特開２００８―２４８３２８号公報
【特許文献６】特開２００８―２４８３３０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　現在、引張強度が５５０ＭＰａを超える、ＡＰＩ規格Ｘ６５～Ｘ７０級の高強度ライン
パイプの実用化が進展し、－２０℃の寒冷な地震地帯などでの敷設も検討されているが、
特許文献５および６には鋼板を鋼管とする際の突合せ溶接部に関する記載がなく、鋼管と
して上記環境に適したものは記載されていない。なお、特許文献１～４には一様伸びにつ
いての記載はない。
【００１０】
　そこで、本発明は、地震等の地盤変動による曲げ変形を受けた場合の、座屈発生の抑制
と、パイプが座屈しても、座屈部からの延性破壊発生の防止するための高い一様伸びを有
し、かつ溶接部における優れた低温靱性を兼ね備えたＡＰＩ規格Ｘ６５～Ｘ７０級の高強
度鋼を用いた鋼管を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【００１１】
　本発明者等は、埋設鋼管が地盤変動によって曲げ変形を受けた際、曲げ内側での座屈発
生を、当該位置での圧縮歪量が１％となるまで抑制することを目標に鋼の引張特性および
ミクロ組織について鋭意検討し、以下の知見を得た。なお、本発明で溶接部低温靱性とは
溶接金属の低温靭性を指す。
１　応力－歪曲線の１％歪前後における硬化勾配が大きくなるほど座屈発生が抑制でき、
　実管曲げ試験では、使用鋼管の応力－歪曲線における０．５％耐力値に対する１．５％
耐力値が１．１５以上となる場合に座屈が発生しなくなる。
２　鋼板の一様伸びには島状マルテンサイト（ＭＡ（Ｍａｒｔｅｎｓｉｔｅ－Ａｕｓｔｅ
ｎｉｔｅ　ｃｏｎｓｔｉｔｕｅｎｔｓ）という場合がある）の形態および第１相中の分散
状態が大きく影響し、素材鋼板の製造方法と冷間加工による鋼管形状への成形中の熱処理
を制御することで、低温靱性を得るために必要な溶接金属のミクロ組織を変質させること
なく、上記１の達成に最適なＭＡの形態および分散状態が得られる。
【００１２】
　尚、本発明において「高一様伸び」とは母材部の０．５％耐力に対する１．５％耐力の
比（１．５％耐力／０．５％耐力の値）が１．１５以上かつ引張強度と一様伸びの積が７
５００ＭＰａ・％以上の優れた変形性能を備えていることを指す。
【００１３】
　本発明は得られた知見をもとに更に検討を加えてなされたもので、すなわち、本発明は
１．母材の成分組成が、質量％で、
Ｃ：０．０３％超～０．０６％、
Ｓｉ：０．１％以下、
Ｍｎ：１．０～１．７％、
Ａｌ：０．００３～０．０８％、
Ｎｂ：０．０１～０．０４％、
Ｔｉ：０．００５～０．０２５％、
を含有し、さらに
Ｃｕ：０．１～０．５％、
Ｎｉ：０．１～０．５％、
Ｍｏ：０．１～０．５％、
Ｃｒ：０．１～０．５％、
Ｖ：０．００３～０．０４％、
の１種または２種以上を含有し
残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなり、
溶接金属の成分組成が、質量％で、
Ｃ：０．０６～０．０８％、
Ｓｉ：０．２～０．５％、
Ｍｎ：１．３～１．８％、
Ａｌ：０．０３％以下、
Ｂ：０．００１～０．００３％、
Ｎｂ：０．００５～０．０２５％、
Ｔｉ：０．０１５～０．０４０％、
Ｃｕ：０．１％以下、
Ｖ：０．０３％以下、
Ｏ：０．０１５～０．０４％、
Ｎ：０．０１％以下、
を含有し、さらに
Ｎｉ：０．１～０．４％、
Ｍｏ：０．０５～０．２％、
Ｃｒ：０．１～０．２％、
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の１種または２種以上を含有し、
残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなり、
前記母材部は、第１相がフェライトで、第２相が第１相中に面積率で５～２０％分散した
平均アスペクト比が２．０以下である島状マルテンサイトで、前記島状マルテンサイトの
９０％以上がフェライト粒界に存在したミクロ組織を有し、
前記溶接金属部は、アシキュラフェライトの面積率が８０％以上かつ、島状マルテンサイ
トの面積率が５％以下であるミクロ組織を有することを特徴とする高一様伸びを備え、か
つ溶接部低温靱性に優れた高強度溶接鋼管。
２．母材部の成分組成が更に、質量％で、
Ｃａ：０．０００５～０．０１％、
ＲＥＭ：０．０００５～０．０２％、
Ｚｒ：０．０００５～０．０１％、
Ｍｇ：０．０００５～０．０１％、
の１種または２種以上を含有することを特徴とする１記載の高一様伸びを備え、かつ溶接
部低温靱性に優れた高強度溶接鋼管。
３．質量％で、
Ｃ：０．０３超え～０．０６％、
Ｓｉ：０．１％以下、
Ｍｎ：１．０～１．７％、
Ａｌ：０．００３～０．０８％、
Ｎｂ：０．０１～０．０４％、
Ｔｉ：０．００５～０．０２５％、
を含有し、さらに
Ｃｕ：０．１～０．５％、
Ｎｉ：０．１～０．５％、
Ｍｏ：０．１～０．５％、
Ｃｒ：０．１～０．５％、
Ｖ：０．００３～０．０４％、
の１種または２種以上を含有し
残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなる鋼片を、
Ａｃ３以上に再加熱後、圧延終了温度Ａｒ３以上で熱間圧延し、その後、空冷して得られ
た鋼板を冷間成形により筒状に成形した後、Ａｃ１以上Ａｃ３以下に急速加熱し、引続き
空冷あるいは水冷で室温まで冷却後、端部を溶接し、最後に拡管をすることを特徴とする
、高一様伸びを備え、かつ溶接部低温靱性に優れた高強度溶接鋼管の製造方法。
４．鋼片の成分組成が更に、質量％で、
Ｃａ：０．０００５～０．０１％、
ＲＥＭ：０．０００５～０．０２％、
Ｚｒ：０．０００５～０．０１％、
Ｍｇ：０．０００５～０．０１％、
の１種または２種以上を含有することを特徴とする３記載の高一様伸びを備え、かつ溶接
部低温靱性に優れた高強度溶接鋼管の製造方法。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、地震等の地盤変動によっても鋼管の座屈およびその後の延性破壊が生
じにくく、かつ－２０℃までの溶接部低温靱性を有するＡＰＩ規格Ｘ６５～Ｘ７０級の高
強度鋼管を提供することが可能で、産業上極めて有用である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本発明では、母材部および溶接金属部の成分組成とミクロ組織をそれぞれ規定する。
［母材部成分組成］以下の説明において％は質量％とする。
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Ｃ：０．０３％超、０．０６％以下
Ｃは十分なＭＡ面積率を確保するために０．０３％を超える添加が必要である。一方、０
．０６％を超えて添加すると、母材部ミクロ組織でフェライト相と第２相のＭＡに加えて
パーライト相の生成を招き延性の低下につながるため、上限を０．０６％とする。
【００１６】
　Ｓｉ：０．１％以下
Ｓｉは溶接熱影響部においてはＭＡの生成を助長し、溶接部靱性の低下をもたらすため、
溶接部におけるＭＡの生成を抑制するため上限を０．１％とする。
【００１７】
　Ｍｎ：１．０～１．７％
Ｍｎは焼入性向上元素として作用する。さらに、多量に添加することで、フェライト相に
固溶できるＣ量を低減する効果があり、未変態オーステナイト領域へのＣ濃化を大きくす
るので、ＭＡの生成量を増加させる。
【００１８】
　後述するようにミクロ組織において、ＭＡの面積率を５％以上とするためには、１．０
％以上の添加が必要である。一方、１．７％を超えて添加してもその効果が飽和するため
経済性の観点から、上限を１．７％とする。
【００１９】
　Ａｌ：０．００３～０．０８％
Ａｌは脱酸元素として作用する。Ｓｉと同時添加で十分な脱酸効果を得るためには０．０
０３％以上の含有が必要である。一方、０．０８％を超えて添加すると鋼の清浄度が低下
し、一様伸び低下の原因となるため、上限を０．０８％とする。
【００２０】
　Ｎｂ：０．０１～０．０４％
Ｎｂは熱間圧延中のオーステナイト未再結晶域を拡大し、鋼の焼入れ性向上元素としても
作用する。また、Ｍｎと同様に未変態オーステナイト領域へのＣ濃化を大きくするので、
ＭＡの生成量を増加させる。後述するようにミクロ組織において、ＭＡの面積率を５％以
上とするためには、０．０１％以上の添加が必要である。一方、０．０４％を超えて添加
すると溶接部靱性を低下させることから、上限を０．０４％とする。
【００２１】
　Ｔｉ：０．００５～０．０２５％
Ｔｉは窒化物を形成し、靭性に悪影響を与える、鋼中の固溶Ｎ量の低減に有効であるほか
、析出したＴｉＮがピンニング効果でオーステナイト粒の粗大化を抑制して、ミクロ組織
の粗大化を抑制する。そのような効果を得るため、０．００５％以上含有させる。一方、
０．０２５％を超えて添加するとＴｉＣを形成するようになり、その析出硬化で降伏比が
上昇しやすくなることから、上限を０．０２５％とする。
【００２２】
　さらに、本発明では、母材部の強度としてＡＰＩ規格のＸ６５～Ｘ７０強度を確保し、
溶接熱影響部の強度上昇を目的として、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｍｏ、Ｃｒ、Ｖの１種または２種以
上を含有する。
【００２３】
　Ｃｕ：０．１～０．５％
Ｃｕは０．１％以上含有することによって焼入性向上元素として作用し、多量のＭｎ添加
の代替とすることができる。しかし、０．５％までの添加でＡＰＩＸ７０の強度を満足さ
せることができ、０．５％を超えて含有させても効果が飽和するため、含有させる場合に
は上限を０．５％とする。
【００２４】
　Ｎｉ：０．１～０．５％
Ｎｉは、焼入性向上元素として作用し、添加しても靱性劣化を起こさない。この効果を得
るために、０．１％以上含有することが好ましいが、０．５％までの添加でＡＰＩＸ７０
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の強度を満足させることができ、０．５％を超えて含有させても効果が飽和するため、含
有させる場合には上限を０．５％とする。
【００２５】
　Ｍｏ：０．１～０．５％
Ｍｏは母材あるいは溶接熱影響部の強度を向上させるため含有させることができる。０．
１％以上含有することによって焼入性向上元素として作用し、多量のＭｎ添加の代替とす
ることができる。しかし、高価な元素であり、かつ０．５％までの添加でＡＰＩＸ７０の
強度を満足させることができ、０．５％を超えて含有させても効果が飽和するため、含有
させる場合には上限を０．５％とする。
【００２６】
　Ｃｒ：０．１～０．５％
Ｃｒは母材あるいは溶接熱影響部の強度を向上させるため含有させることができる。０．
１％以上含有することによって焼入性向上元素として作用し、多量のＭｎ添加の代替とす
ることができる。しかし、高価な元素であり、かつ０．５％までの添加でＡＰＩＸ７０の
強度を満足させることができ、０．５％を超えて含有させても効果が飽和するため、含有
させる場合には上限を０．５％とする。
【００２７】
　Ｖ：０．００３～０．０４％
　Ｖは母材あるいは溶接熱影響部の強度を向上させるため添加することができる。０．０
０３％以上含有することによって、鋼中で炭化物を形成して析出強化により鋼の強度を高
めることができる。一方、０．０４％を超えて含有すると溶接熱影響部の靱性に悪影響を
及ぼすため、含有する場合には上限を０．０４％とする。
【００２８】
　以上が母材部の基本成分組成であるが、一様伸び特性をさらに向上させる場合、Ｃａ、
ＲＥＭ、Ｚｒ、Ｍｇの一種または二種以上を含有させることができる。Ｃａ、ＲＥＭ、Ｚ
ｒ、Ｍｇは鋼中の非金属介在物であるＭｎＳの形態制御あるいは酸化物若しくは窒化物を
形成し、鋼の清浄度を向上させて一様伸びを向上させる。
【００２９】
　Ｃａ：０．０００５～０．０１％
Ｃａは鋼中の硫化物の形態制御に有効な元素であり、０．０００５％以上含有すると延性
に有害なＭｎＳの生成を抑制する。一方、０．０１％を超えて含有すると、ＣａＯ－Ｃａ
Ｓのクラスターを形成し、かえって延性を劣化させるので、含有する場合は、上限を０．
０１％とすることが好ましい。
【００３０】
　ＲＥＭ：０．０００５～０．０２％
ＲＥＭは鋼中の硫化物の形態制御に有効な元素であり、０．０００５％以上含有すると延
性に有害なＭｎＳの生成を抑制する。一方、高価な元素であり、かつ０．０２％を超えて
含有しても効果が飽和するため、含有する場合は、上限を０．０２％とすることが好まし
い。
【００３１】
　Ｚｒ：０．０００５～０．０１％
Ｚｒは鋼中で炭窒化物を形成し、オーステナイト粒の粗大化を抑制するピンニング効果を
もたらす。十分なピンニング効果を得るためには、０．０００５％以上含有することが好
ましいが、０．０１％を超えて含有すると、鋼の清浄度が著しく低下し、延性の低下につ
ながるため、含有する場合は、上限を０．０１％とすることが好ましい。
【００３２】
　Ｍｇ：０．０００５～０．０１％
　Ｍｇは製鋼過程で酸化物を微細化する効果があり、延性低下の原因となる粗大酸化物の
抑制に有効である。酸化物の微細化効果を十分に得るためには０．０００５％以上含有す
ることが好ましいが、０．０１％を超えて含有しても効果が飽和することから、含有する
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場合には、上限を０．０１％とすることが好ましい。
【００３３】
　上記以外の成分は、Ｆｅおよび不可避的不純物である。本発明においてＰおよびＳは不
可避的不純物で、過度のＰ含有は鋳造時に中心偏析して鋼の延性を低下させるため、また
、過度のＳ含有は延性に有害なＭｎＳの生成を助長するため、いずれも、経済性を考慮し
て可能な範囲で低減することが好ましく、Ｐ量は０．０１％以下、Ｓ量は０．００３％以
下であることが好ましい。
【００３４】
　［溶接金属成分組成］以下の説明において％は質量％とする。
Ｃ：０．０６％～０．０８％
溶接金属においてＣは溶接金属高温割れを防止するために０．０６％以上必要である。一
方、０．０８％を超えると、溶接金属靱性にとっては有害なＭＡが溶接金属ミクロ組織中
に多数生成するため、上限を０．０８％とする。
【００３５】
　Ｓｉ：０．２～０．５％
Ｓｉは溶接金属中では脱酸元素として働き、溶接金属中の酸素量を制御するために必要な
元素である。溶接金属中のＳｉが０．２％未満の場合、脱酸が不十分となり溶接金属中の
酸素量が増加し靱性の低下をもたらすため０．２％以上必要である。一方、０．５％を超
えると溶接金属靱性にとっては有害なＭＡの生成が著しくなるため、上限を０．５％とす
る。
【００３６】
　Ｍｎ：１．３～１．８％
Ｍｎは溶接金属においても焼入性向上元素として作用する。溶接金属をポリゴナルフェラ
イトより強度の高いアシキュラフェライトとするために、１．３％以上含有することが必
要である。一方、１．８％を超えて添加しても効果が飽和するため、上限を１．８％とす
る。
【００３７】
　Ａｌ：０．０３％以下
Ａｌは母材部からの希釈で不可避不純物として溶接金属中に存在するが、０．０３％を超
えると後述するＴｉＯの生成を阻害し、溶接金属のアシキュラフェライトの微細化が抑制
され優れた低温靱性を得ることができないため、上限を０．０３％とする。
【００３８】
　Ｂ：０．００１～０．００３％
Ｂは溶接金属のオーステナイト粒界からのポリゴナルフェライト生成を抑制し、アシキュ
ラフェライト主体組織とするために必要な元素である。粒界からのポリゴナルフェライト
生成を完全に抑制するためには０．００１％以上含有することが必要であるが、０．００
３％を超えても効果が飽和するため、上限を０．００３％とする。
【００３９】
　Ｎｂ：０．００５～０．０２５％
Ｎｂは、溶接金属中の固溶Ｎと、Ｂより先に窒化物を形成することにより、オーステナイ
ト粒界においてＢを固溶Ｂとして存在させる。そのような効果を得るため、０．００５％
以上含有することが必要である。一方、０．０２５％を超えると炭化物を形成し、溶接金
属を析出硬化させ靱性の低下をもたらすため、上限を０．０２５％とする。
【００４０】
　Ｔｉ：０．０１５～０．０４０％
Ｔｉは溶接金属中の酸素と反応して、溶接金属オーステナイト粒内からのアシキュラフェ
ライト変態核として機能するＴｉＯを形成する。微細なアシキュラフェライト組織とする
ためには多数のＴｉＯの生成が必要で、Ｔｉは０．０１５％以上含有することが必要であ
る。一方、０．０４０％を超えると溶接金属中のＴｉＯが凝集・粗大化してシャルピー衝
撃値の低下をもたらすため、上限を０．０４０％とする。
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【００４１】
　Ｃｕ：０．１％以下
Ｃｕは母材からの希釈で溶接金属中に不純物として含まれることがあるが、０．１％を超
えて含まれると、溶接金属の凝固過程で柱状晶界面に偏析し、かつ、地鉄より融点が低い
ため液化割れの原因となることから、上限を０．１％とする。
【００４２】
　Ｖ：０．０３％以下
Ｖは主に母材からの希釈で溶接金属中に不純物として含まれることがあるが、０．０３％
を超えて含まれると炭化物を形成して析出硬化し、溶接金属の靱性の低下をもたらすため
、上限を０．０３％とする。
【００４３】
　Ｏ：０．０１５～０．０４％
　Ｏは、上述のＴｉと反応して溶接金属オーステナイト粒内からのアシキュラフェライト
変態核として機能するＴｉＯを形成する。微細なアシキュラフェライト組織を得るのに必
要な多数のＴｉＯの生成させるため、０．０１５％以上含有することが必要である。一方
、０．０４％を超えると溶接金属中のＴｉＯが凝集・粗大化してシャルピー衝撃値の低下
をもたらすため、上限を０．０４％とする。
【００４４】
　Ｎ：０．０１％以下
　溶接金属中のＮは不可避的不純物として存在するが、０．０１％を超えて含む場合、固
溶して溶接金属靱性を著しく劣化させるため、上限を０．０１％とする。
【００４５】
　さらに、本発明では、溶接金属の強度上昇を目的として、Ｎｉ、Ｍｏ、Ｃｒの１種また
は２種以上を含有させる。
【００４６】
　Ｎｉ：０．１～０．４％
　Ｎｉは、０．１％以上含有することによって焼入性向上元素として作用し、多く含有し
ても靱性劣化を起こさない。しかし、０．４％までの添加でＡＰＩＸ７０の強度を満足さ
せることができ、０．４％を超えて含有させても効果が飽和するため、含有させる場合に
は上限を０．４％とする。
【００４７】
　Ｍｏ：０．０５～０．２％
　Ｍｏは０．０５％以上含有することによって焼入性向上元素として作用し、Ｍｎ添加の
代替とすることができる。しかし、高価な元素であり、かつ０．２％までの添加でＡＰＩ
Ｘ７０の強度を満足させることができ、０．２％を超えて含有させても効果が飽和するた
め、含有させる場合には上限を０．２％とする。
【００４８】
　Ｃｒ：０．１～０．２％
　Ｃｒもまた０．１％以上含有することによって焼入性向上元素として作用し、Ｍｎ添加
の代替とすることができる。しかし、高価な元素であり、０．２％までの添加でＡＰＩＸ
７０の強度を満足させることができ、０．２％を超えて含有させても効果が飽和するため
、含有させる場合には上限を０．２％とする。
【００４９】
　溶接金属において、上記以外の成分は、Ｆｅおよび不可避的不純物である。なお、本発
明においてＰおよびＳは不可避的不純物で、過度のＰ含有は溶接金属部の粒界に偏析して
延性・靭性を低下させるため、また、過度のＳ含有は延性に有害なＭｎＳの生成を助長す
るため、いずれも、経済性を考慮して可能な範囲で低減することが好ましく、Ｐ量は０．
０１％以下、Ｓ量は０．００３％以下であることが好ましい。
［母材部ミクロ組織］
　本発明では、鋼管母材部のミクロ組織を、フェライト主体の第１相（母相）と、前記第
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１相（母相）中に分散して存在する第２相とを有し、該第２相を平均アスペクト比が２．
０以下の島状マルテンサイト（ＭＡと言う場合がある）とする。前記第２相の島状マルテ
ンサイトの面積率は５～２０％で、さらに、前記島状マルテンサイトの９０％以上は、フ
ェライト粒界に存在している組織に規定する。
【００５０】
　鋼管の曲げ座屈限界歪を向上させるべく、０．５％耐力に対する１．５％耐力の比（以
下、耐力比とも称する）を高めるため、母材部において、ＭＡを第２相として、面積率で
５～２０％分散させる。
【００５１】
　面積率５％未満では、鋼管の曲げ座屈限界歪を向上させる十分な耐力比が得られず、一
方、面積率が２０％を超えた場合、後述するＭＡのアスペクト比が規定を満足していても
、一様伸び低下が著しくなることから上限を２０％とする。
【００５２】
　尚、ＭＡ面積率は倍率１０００～３０００倍程度で鋼の断面ＳＥＭ（走査型電子顕微鏡
）写真を４視野以上撮影し、それぞれの写真中に見えるＭＡ粒の個々の面積を画像解析に
よって測定、積算し、測定視野面積で除することによって算出する。
【００５３】
　ＭＡのアスペクト比は２．０以下とする。ＭＡ粒の形状は、細長い状態であるほどＭＡ
と第１相であるフェライト相との界面から微視的な破壊が生じやすくなり、その結果、一
様伸びが低下するため、２．０以下とする。
【００５４】
　ＭＡのアスペクト比は、１０００～３０００倍程度の倍率で鋼の断面ＳＥＭ写真を４視
野以上撮影し、視野毎に、個々のＭＡ粒について、長径および短径を画像解析により計測
してアスペクト比（＝長径／短径）を求めた後、平均値を算出し、更に全視野での平均値
を求める。
【００５５】
　さらに、これらアスペクト比２．０以下のＭＡがフェライト粒内に存在する場合、高い
耐力比は得られるものの、強度が上昇したときの一様伸びの低下が著しいため、ＭＡが第
１相の結晶粒界面に存在することが重要で、フェライト粒界上に存在するＭＡが、全ＭＡ
の９０％以上となる必要がある。
【００５６】
　フェライト粒界上に存在するＭＡの分率は、上述の面積率測定で計測した全ＭＡ粒子に
ついてＳＥＭ写真で粒界との位置関係を確認し、粒界上に存在している粒子の数を数え、
全ＭＡ粒子数で割ることで算出する。
【００５７】
　なお、フェライト粒界は例えばナイタール腐食によって現出することができるので、観
察されたＭＡがこれらの粒界上にあるかないかを確認することが可能である。
【００５８】
　本発明においては、母相の主体であるフェライト、および第２相である島状マルテンサ
イト（ＭＡ）以外のミクロ組織の面積率は小さいほどよい。
【００５９】
　しかし、フェライトまたはベイナイト、および島状マルテンサイト（ＭＡとも言う）以
外のミクロ組織の面積率が小さい場合には、その影響が小さいため、トータルの面積率で
５％以下の他の金属組織、すなわち、パーライトやセメンタイトなどを１種または２種以
上を含有してもよい。
【００６０】
　なお、フェライトまたはベイナイト、および島状マルテンサイト（ＭＡ）以外のミクロ
組織として、残留オーステナイトが存在する場合、加工誘起変態に伴う伸び向上効果が期
待できるものの、一旦塑性加工した後は硬質なマルテンサイト化して、むしろ延性低下の
原因になることから、その面積率は２％未満であることが好ましく、１％未満であること
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がさらに好ましい。
【００６１】
　［溶接金属ミクロ組織］
　本発明では、鋼管溶接金属のミクロ組織を、面積率で８０％以上のアシキュラフェライ
ト組織かつ、島状マルテンサイトの面積率が５％以下の組織に規定する。
【００６２】
　溶接金属において高強度と優れた靱性を両立させるためには、多数のＴｉＯを核として
変態生成した微細なアシキュラフェライト組織とすることが必要で、熱処理等により一部
オーステナイト化してから再変態して生成するマルテンサイト、パーライト、セメンタイ
ト等の分率が増大すると靱性が著しく低下する。
【００６３】
　このため溶接金属中のアシキュラフェライト面積率を８０％以上とすることが必要で、
好ましくは９０％以上とする。また、溶接金属においては硬質なＭＡは少量でも著しく靱
性を劣化させるため、面積率を５％以下、好ましくは２％以下とする。
【００６４】
　以下、上記成分組成と上記ミクロ組織を備えた鋼の、好適な製造方法について述べる。
本発明において規定される鋼の温度条件は、鋼片あるいは鋼板板厚方向平均温度を指すも
のとする。
【００６５】
　鋼片加熱温度：Ａｃ３以上
熱間圧延により形状およびミクロ組織を造り込むため、鋼片をオーステナイト化する目的
で、Ａｃ３以上の温度に再加熱する。加熱温度がＡｃ３未満の場合、未変態フェライト等
が残存し、その後のミクロ組織制御に悪影響を及ぼす。完全にオーステナイト化するため
には加熱温度を１０００℃以上とすることが好ましい。一方、鋼片加熱温度の上限は、母
材靱性の観点からは１２００℃以下とすることが好ましい。鋼片加熱温度：Ａｃ３以上よ
り熱間圧延を開始する。直送圧延の場合は、再加熱せず、Ａｃ３以上の温度で熱間圧延を
開始する。なお、Ａｃ３温度は鋼の合金元素含有量を下記式（１）に代入することで簡易
に求めることができる。
Ａｃ３＝９６１．６－３１１．９Ｃ＋４９．５Ｓｉ－３６．４Ｍｎ＋１２．７Ａｌ－５１
Ｃｕ－２９Ｎｉ－８．７Ｃｒ＋１３．５Ｍｏ＋３０８．１Ｎｂ－１４０Ｖ＋３１８．９Ｔ
ｉ＋６１１．２Ｂ　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）
式中のＭ（％）は元素Ｍの含有量（質量％）を示し、元素Ｍが無添加の場合は、０％とし
て計算する。
【００６６】
　熱間圧延終了温度：Ａｒ３以上
熱間圧延により所定の板厚・板幅に成形するときの圧延温度がＡｒ３未満まで低下した場
合、圧延中に変態生成したフェライトが加工を受けた、いわゆる加工フェライトが形成さ
れる。加工フェライト量の増加に伴い、降伏強度が上昇するため、鋼管の曲げ座屈歪向上
に必要な耐力比を達成することが難しくなることから、圧延最終パスの温度をＡｒ３以上
とする。好ましくは、８００℃以上とする。熱間圧延後はミクロ組織第１相をフェライト
とするために空冷を実施する。
なお、Ａｒ３温度は鋼の合金元素添加量を下記式（２）に代入することで簡易に求めるこ
とができる。
Ａｒ３＝９１０－２７３Ｃ－７４Ｍｎ－５６Ｎｉ－１６Ｃｒ－９Ｍｏ－５Ｃｕ　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　（２）
式中のＭ（％）は元素Ｍの含有量（質量％）を示し、元素Ｍが無添加の場合は、０％とし
て計算する。
【００６７】
　次に、鋼管の製造条件について述べる。
まず、上述の製造方法によって製造された鋼板を冷間加工法によって筒状に成形する。成
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形方法はＵＯＥ法、ロールベンド法等があるがいずれでもかまわない。そして筒状に成形
した後、再加熱処理を実施する。
【００６８】
　再加熱温度：Ａｃ１以上Ａｃ３以下
ミクロ組織第１相を目標とするフェライトとした後、加熱によりその一部をオーステナイ
トに逆変態させる。この場合、逆変態オーステナイトはフェライト粒界３重点より変態し
、かつ、拡散的に変態することから、後の冷却過程でさらに変態生成するＭＡがフェライ
ト粒内に生成することを抑制し、さらに、生成するＭＡをアスペクト比が小さい、一様伸
び劣化が少ない形状とすることができる。
【００６９】
　再加熱温度がＡｃ１未満の場合、オーステナイトに逆変態しないため硬質第２相として
のＭＡを生成させることができない。一方、再加熱温度がＡｃ３を超えると、全面的にオ
ーステナイトに逆変態してしまい、硬質相を所定の面積率で分散させた状態を得ることが
極めて困難となるため、再加熱温度をＡｃ１以上Ａｃ３以下とする。加熱時の逆変態オー
ステナイトをフェライトの粒内から生成することを抑制するために、加熱時の昇温速度を
２℃／ｓ以上とすることが好ましい。
【００７０】
　Ａｃ１温度は鋼の合金元素添加量を下記式（３）に代入することで簡易に求めることが
できる。
Ａｃ１＝７５１－２６．６Ｃ＋１７．６Ｓｉ－１１．６Ｍｎ－１６９Ａｌ－２３Ｃｕ－２
３Ｎｉ＋２４．１Ｃｒ＋２２．５Ｍｏ＋２３３Ｎｂ－３９．７Ｖ－５．７Ｔｉ－８９５Ｂ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）
式中のＭ（％）は元素Ｍの含有量（質量％）を示し、元素Ｍが無添加の場合は、０％とし
て計算する。
【００７１】
　再加熱後は空冷あるいは水冷を実施する。硬質相であるＭＡの硬さを上げてより安定的
に高い耐力比を得るためには、１０℃／ｓ以上の冷却速度で２００℃以下まで水冷するこ
とが好ましい。
【００７２】
　加熱冷却を行った後、端部を溶接する。先に端部を溶接してからＭＡを生成させる加熱
冷却を行ってしまうと、溶接金属が再変態し、マルテンサイト、パーライト、セメンタイ
トあるいはＭＡが生成し、組織中のアシキュラフェライト面積率を８０％以上にできない
。
【００７３】
　特に、溶接金属がＡｃ１～Ａｃ３の温度域に加熱されると、多量のＭＡが溶接金属中に
生成し、ＭＡ面積率が目標値である５％以下を満足できない。以上の理由により、鋼管と
するためのシーム溶接は必ず母材部の加熱冷却の後に行い、溶接金属のミクロ組織がアシ
キュラフェライト主体の組織となるようにする。
【００７４】
　シーム溶接はサブマージドアーク溶接による内外面１層溶接が一般的であるが、レーザ
ーあるいはレーザーアークハイブリッド溶接等による１層溶接でもかまわない。シーム溶
接後、管の真円度向上を目的とした拡管成形を行う。拡管条件としては形状確保の観点か
ら拡管率を０．６％以上、２．０％以下とすることが好ましい。
【実施例１】
【００７５】
　
　表１に示す化学組成Ａ～Ｊの鋼を用い、表２に示す鋼片加熱、圧延、冷却を施して、鋼
板Ｎｏ．１～１２を作製した。なお、表１に表示していないが、不可避的不純物であるＰ
およびＳの含有量は、いずれも、Ｐ量：０．０１％以下、Ｓ量：０．００３％以下、であ
った。
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【００７６】
　これらの鋼板より圧延方向と直交する方向に、平行部幅１５０ｍｍ、平行部長さ６００
ｍｍとする平板引張試験片を採取し、ＵＯＥ鋼管のＵ－Ｏプレス成形に相当する引張歪を
付与してから、表３に示す熱処理条件で加熱・冷却を実施した。
【００７７】
　次に、この熱処理された平板引張試験片試料を使い、表３に示す溶接入熱条件で、鋼管
のシーム溶接を模擬する内外面１層サブマージドアーク溶接を実施した。最後に、このサ
ブマージドアーク溶接部を含む試験体に、ＵＯＥ鋼管の拡管成形に相当する引張歪を付与
した。なお、比較として、平板引張試験片に引張歪を付与した後、先にサブマージドアー
ク溶接を行い、その後、加熱・冷却を行い、最後に再び引張歪を付与する試験体も作製し
た．
【００７８】
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【表１】

【００７９】
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【表２】

【００８０】
【表３】

【００８１】
　サブマージドアーク溶接部を含む試験体の母材部中央よりミクロ組織観察用サンプルを
採取し、元の鋼板の圧延長手方向と平行な板厚断面を鏡面研磨したあと、２段エッチング
法を用いてＭＡを現出させた。その後、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）を用い２０００倍の
倍率で無作為に５視野のミクロ組織写真を撮影し、写真中のＭＡの面積率、平均アスペク
ト比、およびフェライト粒界に属するＭＡの割合を画像解析によって計測・算出した。さ
らに、同じ試料を再度鏡面研磨した後、３％硝酸アルコール腐食液にてエッチングを行い
、光学顕微鏡にて４００倍の倍率で観察を行い、ミクロ組織の第１相の種類を確認した。
【００８２】
　次に、同じ試験体の母材部中央よりＪＩＳ　Ｚ２２０１に従って１４Ａ号引張試験片を
採取し、引張試験を行った。引張試験はＪＩＺ　Ｚ２２４１に従い、降伏強度、引張強度
、一様伸びを計測した。
【００８３】
　同じく、試験体の母材部中央よりＪＩＳ　Ｚ２２０２に従って２ｍｍＶノッチシャルピ
ー衝撃試験片を採取し、シャルピー衝撃試験を行った。シャルピー試験はＪＩＳ　Ｚ２２
４２に従い、延性－脆性破面遷移温度（ｖＴｒｓ）を計測した。
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【００８４】
　サブマージドアーク溶接部の溶接金属より化学成分分析試料を採取し、溶接金属の化学
成分を測定した。表４に測定結果を示す。
【００８５】
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【表４】

【００８６】
　サブマージドアーク溶接部より、溶接金属のミクロ組織観察用サンプルを採取し、板厚
断面を鏡面研磨したあと、２段エッチング法を用いてＭＡを現出させた。その後、走査型



(18) JP 5768603 B2 2015.8.26

10

電子顕微鏡（ＳＥＭ）を用い２０００倍の倍率で無作為に５視野のミクロ組織写真を撮影
し、各視野のＭＡの面積率を画像解析によって計測・算出し、５視野分の平均値を求めた
。さらに、同じ試料を再度鏡面研磨した後、３％硝酸アルコール腐食液にてエッチングを
行い、光学顕微鏡にて４００倍の倍率で観察を行い、ミクロ組織の種類を確認した。
【００８７】
　次に、サブマージドアーク溶接部からＪＩＳ　Ｚ２２０２に従って２ｍｍＶノッチシャ
ルピー衝撃試験片を採取し、溶接金属のシャルピー衝撃試験を行った。シャルピー試験は
ＪＩＳ　Ｚ２２４２に従い、試験温度－２０℃における吸収エネルギー（３本平均値）を
計測した。
【００８８】
　ＵＯＥ鋼管の製造工程を模擬する冷間加工＋熱処理後＋内外面１層サブマージドアーク
溶接＋拡管相当冷間加工を実施した試験体の母材部および溶接金属部のミクロ組織画像解
析結果および機械的性質調査結果をまとめて表５に示す。
【００８９】
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【表５】

【００９０】
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Ｎｏ．１－１～６は母材部化学組成、溶接金属化学組成、母材部ミクロ組織、および溶接
金属ミクロ組織が本発明範囲内となる発明例で、いずれもＡＰＩＸ６５ないしＸ７０の強
度が得られ、０．５％耐力に対する１．５％耐力の比が１．１５以上であり、引張強度と
一様伸びとの積が７５００ＭＰａ・％を超える値を示し、さらに－２０℃における溶接金
属シャルピー吸収エネルギーが１００Ｊを超える、優れた低温靱性を示した。
【００９１】
　一方、Ｕ－Ｏプレス相当の冷間加工歪付与後にサブマージドアーク溶接を行ってから加
熱・冷却をした比較例Ｎｏ．１－２は、溶接金属のミクロ組織が加熱・冷却の熱影響でア
シキュラフェライト面積率およびＭＡ面積率の両方が本発明の範囲外となり、溶接金属シ
ャルピー吸収エネルギーが著しく低下した。
【００９２】
　また、Ｕ－Ｏプレス相当の冷間加工歪付与後の再加熱温度が本願下限を下回った比較例
１－３は、再加熱時にオーステナイト化が起こらなかったため、ＭＡの面積率が下限の５
％を下回った結果、引張強度が低く、かつ０．５％耐力に対する１．５％耐力の比が本発
明の目標に達しなかった。逆に、再加熱温度が本願上限を上回った比較例１－４は、再加
熱によって全面的にオーステナイトに逆変態し、その後の空冷時にベイナイト変態をし、
ベイナイトラス間にアスペクト比が大きいＭＡが生成した。その結果、引張強度と一様伸
びの積が７５００を下回った。
【００９３】
　熱間圧延時の鋼片加熱温度が本発明の下限を下回った比較例７は、鋼片が完全にオース
テナイト化せず、残留したフェライト相が圧延・成形・加熱の履歴を経ても最後まで残っ
てしまい、再加熱時後のＭＡ生成に影響してフェライト粒界上のＭＡ分率が本発明の範囲
を下回った結果、引張強度と一様伸びとの積が７５００を下回った。同様に、熱間圧延時
の圧延終了温度が本発明の下限を下回った比較例８も、フェライト粒界上のＭＡ分率が本
発明の範囲を下回ったため、一様伸びが低下し、引張強度と一様伸びとの積が７５００を
下回った。
【００９４】
　母材部のＣ量が本発明の上限を上回った比較例Ｎｏ．９は、ＭＡの面積率が上限を上回
り、その結果一様伸びが低下し、引張強度と一様伸びとの積が７５００を下回った。母材
部のＳｉ量が本発明の上限を上回った比較例Ｎｏ．１０は、溶接金属のＳｉ量も上限を上
回り、溶接金属中のＭＡ面積率が高くなった結果、溶接金属シャルピー吸収エネルギーが
低下した。
【００９５】
　母材部のＭｎ量が本発明の下限を下回った比較例Ｎｏ．１１は、ＭＡの面積率が本発明
の範囲を外れたため母材部引張強度が低く、かつ０．５％耐力に対する１．５％耐力の比
が低下した。鋼のＮｂ量が本発明の上限を上回った比較例Ｎｏ．１２は、溶接金属のＮｂ
量も本発明の上限を上回り、ＭＡ面積率も本発明の範囲を外れたため、溶接金属シャルピ
ー吸収エネルギーが低下した。
【００９６】
　比較例２－ａ、２－ｂ、２－ｃ、２－ｄ、２－ｅ、２－ｆ、２－ｇ、２－ｈは、いずれ
も、溶接金属の化学成分が本発明の範囲を外れたもので、母材部は目標とする機械的性質
を満足したものの、溶接金属ミクロ組織が本発明の範囲外となるか、ＴｉＯ過剰、あるい
はＮｂないしＶの析出硬化の結果、いずれも溶接金属シャルピー吸収エネルギーが低下し
た。



(21) JP 5768603 B2 2015.8.26

10

20

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   Ｂ２１Ｃ  37/08     (2006.01)           Ｂ２３Ｋ   35/30     ３２０Ｆ        　　　　　
   　　　　                                Ｂ２１Ｃ   37/08     　　　Ａ        　　　　　

(72)発明者  嶋村　純二
            東京都千代田区内幸町二丁目２番３号　ＪＦＥスチール株式会社内

    審査官  松本　陶子

(56)参考文献  特開２０１１－０９４２３１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１１－０７４４４３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－３０２９４７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０７－２７８６５６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０８－２８３８３８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－１４３５５６（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ２２Ｃ　　３８／００－３８／６０　　　　
              Ｃ２１Ｄ　　　７／００－　８／１２　
              Ｂ２１Ｃ　　３７／０８　　　　
              Ｂ２３Ｋ　　３５／３０　　　　
              　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	overflow

